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（１）住宅の耐震化の促進


	施策の方向性

	○本町における住宅及び多数利用建築物の耐震化率の目標を、国・北海道に順じ平成32年度までに少なくとも95％に設定することとします。
　（現況：住宅の耐震化率81.6％、多数利用建築物86.2％）
○住宅の「耐震改修工事」費用の一部を助成補助として「中標津町既存住宅耐震改修費補助制度」を平成20年4月より創設しており、今後も継続します。
○旧耐震基準（昭和56年5月31日以前）により建設された住宅・建物の除却を行う所有者等を対象とした支援制度について検討します。

	具体的な施策
	担当課

	・耐震改修の促進を図るための支援や環境整備
	総務課防災係
都市住宅課建築指導係

	・住宅・建築物の地震防災対策に関する啓発・知識の普及
	

	・耐震診断・改修等に係わる相談窓口の設置
	

	・耐震診断・改修を担う人材の技術力向上
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